







































































































































































































































































































































































































































































































































































































































? ? ? ? ?
全　産　業 24，37539，36064，333162164
製　造　業 22，63036，1061，755160 171
国　　　鉄 30，93653，18680， 6172 152
民　　　鉄 29，07548，27379， 72166 163



































































































































1人当り設備投資 労　働 資本下 付加価値 効　率 装備率 集約度? ?
（千円） （％） （千円） （千円）
）
全19601・173
産　　　1965　　　1，857?
　　1969　　　3，271
63．42　　　1，850　　　4，763
65．38　　　2，841　　　8，783
80．97　　　4，040　　13，725
製19601・138
造19651，614業　　1969　　　2，944
90．13　　　1，263　　　4，068
78．35　　　2，060　　　7，137
95．50　　　3，083　　10，924
民1960　773
　　1965　　　1，448
鉄　　1969　　　2，367
51．83　　　1，491　　　2，670
59．49　　　2，434　　　6，024
50．74　　　4，665　　11，508
道1960773路　　五965　　　1，225運
送19691，640
187．12　　　　413　　　　895
144．66　　　　　847　　　1，917
169．65　　　　　967　　　2，232
〔日銀主要企業経営分析〕
5に示す通りである。
　要するに，鉄道の労働集約性ないしマニフ
ァクチ＝ア型の性格は基本的にはその独自の
構造にもとつくものと考えられる。それは（ユ）
大量の貨客の長距離の移動を，安全迅速に行
なわなくてはならない。②輸送サービスの生
産供給は一応見込生産的・単種量産的である
が，消費する側では注文生産的な要求をでき
るだけ満たそうとするので，接客面できめの
細かい付帯サービスが求められる。このよう
な条件のもとでは設備は労働力に代替的であ
るよりむしろ補完的な場合が多い。従来は省
力化よりもその操作のたあに特殊専門技能，
すなわち質的にも量的にも高密度の労働力の
集約的な投入を必要とするような設備の開発
と投資が主として行なわれてきたといえる。
そして，これらを支えたのは，鉄道の独占
的地位と労働力についての買手市場であっ
たθ
IV　省力化に関する問題
交通業一般の省力化を抑制している要因は，
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基本的にはその工程の構造の特徴にある。そ
れは，（1）移動を主工程とするため作業場が分
散し，作業全体が集中的システムの形をとり
にくいこと，（2）その時所の需要に制約される
ため作業が不定量，不定型になること，③輸
送対象の移動をできるだけ迅速に行なう過程
で，まず第一に安全（貨客，従業員，および接
触する公衆の）が要求されること，などに要
約される。
　しかし，経済の高度化は供給面での技術革
新と労働力供給不足，需要面での消費の多様
化と要求されるサービスの質の高度化を生
じ，このような省力化に対する障壁が克服さ
れなければならなぐなった。まず第一に，輸
送サービスの質は安全と迅速の二つの要因に
よって基本的に規定されるが，従来は省力化
がこの二要因の両立を妨げるものとみられて
いたのに対して，今後はむしろ，この両者を
調和するものと考えられるようになってい
る。速さがある限界をこえると，人の生理的
・心理的能力による制御が不可能になり，自
動化された設備の機能に依存しなくてはなら
なくなるからである。逆にいえば，このよう
な高度の自動化設備の開発によって，従来の
速度限界をこえる需要の要求をみたすことが
できるようになったということである。
　第二に労働力の不足は，賃金水準を上昇さ
せ，交通業の労働集約性と結合して，経営の
人件費負担を増大させる。特に終身雇用によ
り養成される特殊技能職を中心とする鉄道な
どでは，必要な年少新卒労働力を吸引するた
めの初任給の引上げと，古い老化した労働力
の高賃金水準とが，二重の負担となってく
る。交通労働の特徴である屋外作業，深徹夜
作業，危険，休日や休憩の不規則性などは，
現代の青少年労働者気質における交通労働の
魅力を減殺し，かつては社会的地位の高かっ
た業種の労働についても，その評価を著しく
下落させる結果となっているので，労働力の
吸引定着はいっそう困難である。この面から
鉄道労働の諸問題
も省力化は促進されなくてはならない。
　一般に個別企業の省力化方式には大別して
三つの類型がある。（a）自動機械設備の導
入。これには個別的な導入と，オートメーシ
ョンのようなシステムとしての導入がある。
（b）省力的な管理あるいは作業方式の導入。
これは組織の変更をともなう場合が多い。
（C）労働集約的工程の外注化all。交通業でも
多くの制約をこえてこれらの方式が実施され
ているが，（a）については，作業の不定型
性と地域的分散のためにシステム的導入がむ
ずかしく，個別的工程の機械化に止まるた
め，その前後の工程で業務量が滞積し，かえ
って労働強化となる例が少なくない。鉄道は
専用通路をもち，一応計画的な集中コントロ
ールを行なっているので，交通業の中では自
動機械化システムの導入に比較的適した条件
をもっているが，このような有効なシステム
を導入するには，新幹線にみられるように，
巨額の集中的投資を必要とする。（b）にっい
ても多くの例がみられるが，テーラーシステ
ムの例をあげるまでもなく，この方式では省
ヵ化とともに労働強化を生じやすい。とくに
交通業では不定型・不定量の作業が多いの
で，管理方式の改革による作業密度の濃化は
作業者にとって部分的に過重な負担を生じる
おそれがある。1970年前後に問題となった国
鉄動力車の1人乗務問題なども，この一例と
みることができよう。（c）については交通業
の外注加工費の増加により量的に推定でき
る。運輸業の外注加工費の支出構成比は40年
下期4．51％（製造業3・　63％），44年下期5．94％
（同3・92％）であって製造業より高率であり，
かつ増率も大きい。しかし運輸業中の民鉄は
はるかに少なく，0．18～0，22％にすぎない
が，国鉄ではこれより多いと思われるua。外
注業務は鉄道の場合，ほとんど単純労働を主
とする最も低い職位グループの分担していた
もので，具体的には列車や駅舎の清掃作業な
どである。これらは以前は新採用学卒の年少
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従業員の分担で彼らから最もきらわれた作業
であった。
　鉄道の場合，特に旅客輸送では安全ときめ
の細かいサービスが求められるので，重要な
工程を外注委託することはむずかしい。民鉄
の外注が少ないのはこのためである。貨物輸
送を多くふくみ，熟練をそれほど必要とせず
小企業の多い道路運送では，この外注率はは
るかに高くなる（44年下期23・54％）。この点
でも鉄道の省力化の限界が示されている。
　交通業の省力化を制約している条件には，
経営の側からみた技術的・経済的要因の他
に，（a）利用者の習熟と（b）労働組合の抵抗
の問題がある。生産と消費の時所が直結して
いる交通業では，省力化は末端の労働集約的
工程を切りすてこれを利用者に転嫁すること
になりやすい。それはある場合には他の面で
のサービスの向上（迅速化など）で補償され
ていることもあるが，多くの場合従来のきめ
の細かい接遇の配慮は失われ，サービスの低
下となって現われる。同時に新しい設備や作
業方式に対して利用者は習熟しなくてはなら
ない（新幹線は省力化型鉄道の代表例である
が，この特徴をはっきり示している）。その
習熟の程度はまた安全や遠さなどサービスの
内容にはねかえるし，従業員の労働強度にも
関係してくる。省力化が十分な効果を生むた
めには利用者の合意，その教育学習のための
努力とコストと時間が必要である。
　省力化に対する労働組合の抵抗については
ここで詳論する余裕がないが，交通業におけ
る現在の省力化が利用者の負担増大ととも
に，従業員に対しても人員整理・配転・労働
強化などの不利をともないやすいことが主因
であることはいうまでもない。特に交通業
で必要とされた専門化した特殊技能を習得し
た中高年齢層にとって，その技能の陳腐化は
致命的な問題であること，交通業に多い不定
型な作業では合理的な定員査定がむずかし
く，省力化は労働強化につながりやすいこと
鉄道労働の諸問題
などが，従業員の不安と抵抗を促進する。さ
らに，これに加えて，労働組合のもつ「保守
性」の効果が交通業の場合，特に強く作用し
ているように思われるas。
　（1）日本社会学会調査，石毛長雄・武沢信一編
　　　『産業集団心理学』p．205．
　②　同上。p．209．
　（3）高橋秀雄『鉄道経営論』p．190
　（4）　日本国有鉄道職制表（43年12月）
　（5）佐野陽子『賃金決定の計量分析』p．204．
　（6｝斎藤一『労働時間・休憩・交替制』p，190
　　以下。
（7）国鉄監査委員会報告（46年）によれば，こ
　の種の勤務形態の合理的運用によって，より
　以上の省力化が可能である「（同報告p．50．）
⑧　『日銀主要企業経営分析』
（9）鈴木正里『日本国有鉄道論』p．3～15．
⑳　⑧に同。
⑪　橘高弘昌「労働力不足と省力化一一鉄道」
　（『運輸と経済』1970－9）
⑫（8）に同。
⑬　佐竹「交通業の労働集約性と省力化」（『運
　輸と経済』1970－9）・「交通労働と省力化」
　（『ビジネスレビュー』18－4）
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